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よって、Y2 は登記を得たが不動産登記法第 4 条の規定の登記の申請を妨
げた者として、Xの請求が認められた (確定)。



















































































を得た。被告 Y等の主張は、Yと Bは、共同で Aから、右第一の土地及
び第二の土地を買受け、その後、右第一の土地を Yの、右第二の土地を


























































































































































ろ、Yも昭和 33年 2月 24 日、Aから本件土地を買受け、登記を得た。X
は所有権確認請求の訴えを提起した。














原告 Xは、昭和 16 年 1月 26日、前所有者から本件不動産の二筆を譲
り受け登記を得た。昭和 29 年 11 月 4 日、原告 X2 は 86 番地の土地を、
原告 X3 は 83番地の土地を、それぞれ Xから買受け登記を得た。ところ
が、農地委員会は買収計画を定め、買収計画に基づきこれを買収し、昭和



















Xは、昭和 26 年 4月 25 日、脱退被告 Yとの間において、土地の使用

















































被告 Yは、被告 Y2 よりその所有の土地を借り受け、地上に建物を所
有していた。Yは、原告 Xに本件建物を賃貸し、その後、昭和 23年 2月















































原告 Xは、昭和 22年 5月 12 日、Aより本件土地を買受けた。「本件土
地は地目道路であり、かつ免租地であったため、東京都に上地する前提で
その所有権移転手続きが留保されていた。」。被告 Yは、訴外 Aより、所

































































































債権者 Xは、Aと昭和 39 年 6 月 25 日本件土地の売買契約を結び、こ
れを Xが所有することとなった。ところが、債務者 Y会社は Aからの





















































原告 X は昭和 25 年 9 月 30 日 A より家屋を金 11 万円で買い受けた。
その代金のうち金 77700円は、当時 Xが Aに対して持っていたりんごの
代金債権と相殺決済し、残り 32300円は、Aが Bのために家屋に設定し
ていた抵当権登記を抹消し、Xにその所有権移転登記をするのと引き換
えに、昭和 25年 10月 20 日に支払う旨約した。ところが、Aは Xへの移
転登記手続きをしないので、Xは Aを被告として福島地方裁判所に訴え
















































(41) 下級民集 1 巻 8 号 1354頁。
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註(63) 半田正夫・前掲註 (41) 29 頁。
(64) 最高栽昭和 40年 11月 24 日大法廷判決 民集 19巻 8号 2019 頁
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け加えなかったのかもしれない (梅謙次郎『民法要義巻之二物権編』(有斐
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